
平成２８年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③

④

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

⑤

⑥

指標

①

② 例規システム操作研修会

事業名

政　策
施　策

06

6-2

法規等事務管理事業

公・民パ－トナ－シップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営（行政の充実） 主管課 総務課

会計 小事大事

01

目項

02 01 01 11 01

対象

市例規原案の協議、市例規システムによる法令・判例情報等の提供。

　地方分権の拡大により、法的課題の自主的解決の機会が増すとともに、法務に関わる事務の
量や難しさが増している。法規等事務管理事業が、管理面からの捉え方から職員の育成とい
う、より積極的な事業へと変質してきているため、体系的に整備された計画に基づく研修の重
要性が増大している。

　法規に関わる事務を常に適正に執行できるよう図る。

主管課長 早川　仁健全で効率的な行財政運営

名　　称 平成2６年度 平成2７年度 平成2８年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

法規に関わる事務に携わる
職員

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

例規改正 123 108 112 件 →→

71

平成2７年度

5,115,814 4,819,454

1.56

人 ↗↗↗56

4,343,873

5,115,814 4,819,454 4,343,873

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

24,463,814 15,813,254 15,053,273

・本事業の中にあった政策法務事業を
平成２７年度から別事業として独立さ
せた。
・法令・判例情報の利用を促進及び例
規システムによる原案作成を促進する
ため例規システム操作研修会を実施し
た。

平成2６年度 平成2８年度

19,348,000 10,993,800 10,709,400

2.80 1.46

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

Ｂ　必要性は変わらな
い

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取組の
課題

・パソコンを利用しての研修のため、
１度に参加できる人数が限られてい
る。
・例規システムによらない原案の提出
が見受けられる。

④今後の
改善計画

例規システム研修会を実施し、例規シ
ステムによる原案作成を促進する。

①今年度
(H28)の
改善計画

②今年度
(H28)に
実施した

取組

法令・判例情報の利用及び例規システ
ムによる原案作成を促進するため、例
規システム操作研修会を実施する。

例規システム操作研修会を実施した。


